
 

令 和 ８ 年 ６ 月 ４ 日 

国土交通省九州地方整備局 

熊本河川国道事務所 
 

「水害版企業 BCP」作成マニュアルを公表 
～水害リスク情報を企業活用へ～ 

○ 水害版企業 BCP 作成マニュアルについては、こちらに掲載しています。 

URL:https://www.qsr.mlit.go.jp/kumamoto/site_files/file/river/ryuuiki_chisui/suigaiBCPM.pdf 

※マニュアルの概要をチラシにまとめましたので、別紙〔「水害版企業 BCP」作成マニュアル〕をご確認ください。 

※水害版企業 BCP 策定支援の取り組みとして、令和 6 年度に「コストコホールセール株式会社熊本御船倉庫店」、令 

和 7 年度に「株式会社鶴屋百貨店」に水害版企業 BCP 策定支援を行いました。その実績も踏まえ本マニュアルとし 

てとりまとめを行いました。 

○ Web 型 AR ツール「FloodAR（フラッダー）～ここ浸かるばい AR～」について 

Flood（洪水）と AR（拡張現実）で、フラッダーと名付けました。 

洪水浸水想定区域図などの水害リスク情報の活用を促進するため、水害リスクを見える化する取組として、

浸水深さを任意で設定し、スマートフォン等のカメラで、視覚的に浸水状況が確認できる Web 型 AR ツー

ルを作成しました。 

URL：https://app.ctigp.jp/FloodAR/ 

【問合せ先】 

国土交通省 九州地方整備局 熊本河川国道事務所  

技術副所長        ： 鳥井 譲太 

流域治水課長       ： 河東 立 

専門官          ： 宮﨑 純志 

ＴＥＬ：０９６－３８２－１１１１（代表）、ＴＥＬ：０９６－３８２－１１３２（直通） 

 

水災害発生時において、被害の軽減および早期の事業再開を目的とした事業継続計画（BCP：

Business Continuity Plan）の作成促進のために、「水害版企業 BCP」作成マニュアルを作成し

ました。 

本マニュアルでは、「基本シート」を活用した４ステップ（①洪水時に発生する重大な被害を

予想、②被害に対し、何を優先的にやるべきか考える（重要な対応）③誰がやるか決める（役

割分担）④いつするか決める（タイミング））で作成でき、タイムライン形式で見える化するこ

とが可能であり、以下のことが期待できます。 

・かけがえのない従業員や顧客の命を守ることができる 

・被害拡大の抑制や早期復旧ができる 

・被災後、周辺地域に早期にサービスを提供することができる 

・企業の価値向上や社会貢献が期待できる 

流域市町村等と連携し企業への普及を図っていくなど、流域治水プロジェクトの三本柱の一

つである「被害の軽減、早期復旧・復興のための対策」の取り組みを推進していきます。 

 



『水害版企業BCP』作成マニュアル
～ 4ステップで出来る！あなたの会社と従業員や顧客を守る計画～

そのお悩み「水害版企業BCP作成マニュアル」を
使って解決しませんか？

•

•

•

•

•

役に立つ！

わかりやすくて簡単！



二次元
バーコード



熊本河川国道事務所
水害版企業BCP作成マニュアルの概要

 水災害発生時において、社員やその家族、ならびに顧客の命を守るとともに、被害の軽減および早期の事業再開を目的とした事業継続計画（BCP:
Business Continuity Plan）の作成促進のために、「水害版企業BCP」作成マニュアルを作成しました。

 本マニュアルでは、「基本シート」を活用した４ステップ（①洪水時に発生する重大な被害を予想、②被害に対し、何を優先的にやるべきか考える（重要な
対応）③誰がやるか決める（役割分担）④いつするか決める（タイミング））で作成でき、タイムライン形式で見える化することが可能です。

 流域市町村等と連携し企業への普及を図っていくなど、流域治水（被害の軽減、早期復旧・復興のための対策）の取り組みを推進していきます。
 熊本河川国道事務所HPにて、公表しています。

（ ）

まず、基本的な対応の方向性
を「重要な対応」として整理

⇒具体的な対応内容を記載

担当者が不在の場合も想定
し、副担当者の枠も明記

対応事項について、
実施すべきタイミング

のセルを着色

想定最大又は設定した
規模の洪水に対し、想定
される被害の内訳を記載

◆BCPを作成するメリット（一部）
①導入効果

②作成した企業の方の声
 BCPを作成することで、水害時に何をすべきかが明確に

なった。
 皆で話し合い、整理することで、水害時の課題を具体的に

認識できた。
 実際の出水時に出社停止を判断でき、従業員の安全確

保につながった。

★BCPを策定することで

・かけがえのない従業員や顧客の命を守ることができる
・被害拡大の抑制や早期復旧ができる
・被災後、周辺地域に早期にサービスを提供することができる
・企業の価値向上や社会貢献が期待できる
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